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国土交通省
九州運輸局九州の位置づけと九州圏の特徴

・九州圏は、首都東京まで約1,000km離れている一方で、海峡を隔てて朝鮮半島に近接し、東京とほぼ同距離に
上海があるなど我が国で東アジアに最も近い圏域に位置づけられる。
・人口約1,320万人、域内総生産約46兆円と欧州の中規模諸国と同程度の人口・経済規模を有する。
・全国比で面積の約11％、可住地面積の約13％、人口の約10％、総生産の約９％と、我が国の約１割を占める。

＜九州圏の全国に占める割合＞
〈東アジアにおける福岡の位置〉

(2010年)

(2010年)

(2010年)

面積（千km2）

可住地面積（千km2）

人口（百万人）

106.8
(87.5%)

114.8
(89.7%)

335.7
(88.8%)

15.3
(12.5%)

13.2
(10.3 %)

42.2
(11.2%)

〈東アジアにおける福岡の位置〉

(2009年)

(2008年)

(2010年)

総生産（兆円）

労働力人口（百万人）

製造品出荷額等（兆円）

農業産出額（兆 ）

60.0
(90.0%)

267.8
(92.6%)

436.9
(90.4%)

6.6
(10.0%)

21.3
(7.4%)

46.3
(9.6%)

ソウル

北京

札幌

出典）面積、人口：国勢調査 2010（総務省） 可住地面積：社会生活統計指標 2012（総務省）
総生産：県民経済計算 2009（内閣府） 労働力人口：労働力調査 2008（総務省）
製造品出荷額等：工業統計表 2010（経済産業省） 農業産出額：生産農業所得統計 2010農林水産省）

(2010年)

農業産出額（兆円）
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人口

10 3

13.2

22.2

16.1

47.3

名目ＧＤＰ

472 9

499.4

383.3

793.4

834.1

面積

99.7

36.0

41.5

42.2

30 5

台北台北
1000km

香港
台湾 1500km

ベルギ

オーストリア

スイス

デンマーク

ニュージーランド

フィンランド

アイルランド

10.3

8.0

7.2

4.1

4.2

5.3

5.2

472.9

381.8

223.1

240.7

311.1

492.3

117.4

83.9

70.3

338.1

270.5

30.5

41.3

43.1

出典）九州運輸局作成

出典）九州圏の人口、面積：国勢調査 2010（総務省）、九州圏の名目GDP：県民経済計算 2009（内閣府）
外国の人口、面積、名目GDP：世界の統計 2009（総務省）

※九州の面積・人口は2010年の値、九州のGDPは2009年の値、外国のGDPは2009年、面積は2006年の値
※台湾・スイス・フィンランドの人口は2000年、ベルギー・オーストリア・デンマークの人口は2001年、
オランダの人口は2002年、韓国の人口は2005年、アイルランド・ニュージーランドの人口は2006年の値
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国土交通省
九州運輸局本格的な人口減少・少子高齢化の進行

・九州圏の総人口は、2001年の約1,345万人から減少局面に入り、2030年には約1,157万人まで減少すると推計
されている。
・総人口に占める高齢者の割合は、2005年の約22％程度から2030年には約34％まで上昇すると推計されている。
・九州圏における人口の自然増減は、2003年にマイナスに転じている。

＜九州圏における人口自然増減・社会増減の推移＞

125
（万人）

10.0
（％）

＜九州圏における将来人口・年齢人口の推移と推計＞

1,400

（万人）

80.0

（％）

【ピーク時】

老年人口 275万人

【2030年】

全人口1,248万人
【2020年】

全人口1,345万人 全人口1,157万人
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生産年齢人口比率（九州圏）
56 0%

老齢人口385万人
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生産年齢人口 868万人

生産年齢人口 647万人

56.0%

老年比率（九州圏）33.5%

生産年齢人口720万人
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年少人口 202万人
年少人口 122万人

年少比率（九州圏）10.5%

年少人口143万人

出典）九州圏広域地方計画協議会資料
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0
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0.0

福岡県
佐賀県
長崎県

507万人
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143万人

〈参考〉2010年人口
65歳以上（老年人口）

15～64歳（生産年齢人口）

0 14歳（年少人口）

65歳以上（老年人口）比率（九州圏）

65歳以上（老年人口）比率（全国）

15～64歳（生産年齢人口）比率（九州圏）

出典）九州圏広域地方計画協議会資料

長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県

143万人
182万人
120万人
114万人
171万人

出典）2010国勢調査（統計局HP）

0～14歳（年少人口）

全人口
0～14歳（年少人口）比率（九州圏）

15～64歳（生産年齢人口）比率（全国）

0～14歳（年少人口）比率（全国）

15 64歳（生産年齢人口）比率（九州圏）
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国土交通省
九州運輸局九州各県における転入・転出の状況

九州 お る転 （転出） 状 年から転 超 転 東京 極集中 是 が られた・九州圏における転入（転出）の状況は、1993年から転入超過に転じて、東京圏への一極集中に是正がみられた
ものの、1997年以降は、対東京圏を中心として転出超過となり、近年では拡大する傾向にある。
・九州圏内における県別の転入（転出）状況は、九州各県から福岡県への転出超過がみられ、福岡県に人口が
集中する傾向にある。

20 

（千人） ＜九州各県における転入（転出）の状況＞＜九州圏における転入超過（転出超過）＞

0 

10 

-20 
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-30 
全国

うち東京圏
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-40 

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

うち名古屋圏

うち大阪圏

2008

出典）九州圏広域地方計画協議会資料

出典）九州圏広域地方計画協議会資料
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国土交通省
九州運輸局九州に多く存在する離島地域・過疎地域

・九州圏は、離島・半島の割合が多く、離島振興対策実施地域でみると、全国比で離島数の約40％、面積の約55％、
約 を占

＜九州圏における離島振興対策実施地域等の分布状況＞

人口の約52％を占める。
・九州圏の半島は、半島振興対策実施地域でみると、全国23箇所のうち８箇所（約35％）が指定されている。
・九州圏の国境・外洋離島は、面積約4,006km2を有し、九州圏における全離島数の約６割、人口の約９割を占める。

＜九州圏の全国に占める離島の割合＞＜九州圏における離島振興対策実施地域等の分布状況＞

凡例

半島振興対策実施地域

離島振興対策実施地域

奄美群島
対馬島

壱岐島

東松浦地域

筑前諸島

玄海諸島
姫島

＜九州圏の全国に占める離島の割合＞

227

2,900
（55%）

105
（40%）

207

2,637
（45%）

157
（60%）

（km2）

法律（※）指定
離島数

離島の面積

離島の人口
国東地域

五島列島

北松浦地域

西彼杵地域

東松浦地域

島原地域

平戸諸島

蠣ノ浦大島

松島

姫島

豊後諸島

0 20 40 60 80

九州圏 その他の圏域

109
（46%）

227
（52%）

126
（54%）

207
（48%）

※離島振興法（奄美群島・小笠原諸島を含まない）

（千人）

離島の人口

（漁港を除く）

港湾数

100（%）

宇土天草地域

西彼杵地域

南西諸島

伊王島

高島

天草諸島

島野浦島

長島
桂島

＜九州圏の全国に占める半島の割合＞

（km2）

法律（※）指定
半島数

半島の面積 7,735
（21%）

8
（35%）

29,211
（79%）

15
（65%）

薩摩地域

甑島

南那珂群島

新島

（千人）

半島の人口 1,388
（31%）

3,156
（69%）

＜九州圏の離島（奄美群島を含む）における国境・外洋離島の割合＞

離島数 65 48
大隅地域

種子島

奄美群島

薩摩 域

（千人）

（km2）

離島数

面積

人口

0 20 40 60 80

（奄美群島を含む）

65
（58%）

4,006
（97%）

48
（42%）

133

6
（5%）

705
（17%）

330
（93%）

2438
（11%）

100（%）

（3%）

（7%）

屋久島

※離島振興対策実施地域：離島振興法に基づき指定された離島振興対策実施地域（九州圏では22地域指定）
※半島振興対策実施地域：半島振興法に基づき指定された半島振興対策実施地域（九州圏では８地域指定）
※奄美群島：奄美群島振興開発特別措置法に規定する奄美群島

出典）九州圏広域地方計画協議会資料

国境離島 外洋離島

0 20 40 60 80

その他の離島

100（%）
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国土交通省
九州運輸局県別自家用乗用車普及状況（平成２３年度末）

・自家用乗用車（軽自動車を含む）一台あたり人口は、全国平均2.18人に対し、宮崎県1.84人、佐賀県1.85人、大分県1.86
人となっており、全国に比べ、一台当たり人口が少ない。

長崎県 （2 221人） 全国9位長崎県 （2.221人） 全国9位
福岡県 （2.117人） 〃 10位
鹿児島県 （1.948人） 〃 18位
熊本県 （1.934人） 〃 19位
大分県 （1 857人） 〃 25位人

4

5 大分県 （1.857人） 〃 25位
佐賀県 （1.848人） 〃 26位
宮崎県 （1.837人） 〃 29位

人

3

2
全国平均：２．１８１人

0

1

東 大 神 京 兵 埼 千 奈 長 平 福 広 愛 高 北 青 和 沖 鹿 熊 秋 滋 島 愛 山 大 佐 香 徳 宮 鳥 新 静 岡 山 石 三 宮 福 岐 福 長 山 茨 岩 富 栃 群

出典） （一社）日本自動車会議所：数字でみる自動車２０１２より （東日本大震災の影響から、岩手、宮城、福島の２２市町村の人口が含まれていない）
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海
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鹿
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島
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熊
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富
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栃
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県
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国土交通省
九州運輸局
国土交通省
九州運輸局九州の輸送機関別旅客輸送人員シェアの推移

100%

10 3 9.8 9.7 9.6 9.5 9.7 9 8 9.3
8.6

5.8 6.6 6.2 6.1 5.3 4.9 4.9 5.1 5.2 5.3 5.4 5.3

8.6 6.1 5.5 5.3 5.8 5.4 5.2 5.2 5.2 5.2 5.3 5.5 5.4

90%

100%

8.0
5.9

4.6 4.5 4.4 4.4 4.3 4.3 4.1 3.8

28.2

23.1
18.7

14.6 12.3
10.3 9.7 9.8 9.3

70%

80%

10.6

8.9

60% JR

民鉄

営業バス

68 6
73.3 74.6 74.9 74.8 74.8 74.5 74.2 75.2

12.6

40%

50%
タクシー

自家用車

航空

船舶

40.7

53.2
59.1

64.6
68.6

20%

30%

船舶

0 3 0 0 4 0 4 0 5 0 6 0 6 0 6 0 6

10%

出典）九州運輸要覧

1.1 0.8 0.8 0.7 0.7 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.4
0.3 0.4 0.4 0.4 0.5 0.6 0.6 0.5 0.5 0.6 0.6 0.6 0.5

0%
50 55 60 2 7 12 15 16 17 18 19 20 21

６



国土交通省
九州運輸局
国土交通省
九州運輸局

指数指数

九州の輸送機関別旅客輸送人員の推移（Ｓ５０を１とした場合）

≪鉄道輸送人員の推移≫ ≪営業用バスの輸送人員の推移≫

0.80

1.00

1.20
指数

0 80

1.00

1.20

1.40
指数

0.20

0.40

0.60
九州

全国

0.20

0.40

0.60

0.80

九州

全国

0.00
50 55 60 2 7 12 17 18 19 20 21

年度

0.00

0.20

50 55 60 2 7 12 17 18 19 20 21
年度

単位： 百万人
50 55 60 2 7 12 17 18 19 20 21

九州 642 538 547 602 656 608 580 588 590 592 582

単位： 百万人
50 55 60 2 7 12 17 18 19 20 21

九州 1 053 1 037 845 763 676 590 546 541 539 530 502

2.50

3.00
指数

1.00

1.20
指数 ≪船舶輸送人員の推移≫ ≪自家用車輸送人員の推移≫

九州 642 538 547 602 656 608 580 588 590 592 582
全国 17,588 18,005 18,989 21,939 22,708 21,705 21,963 22,243 22,841 22,976 22,725

九州 1,053 1,037 845 763 676 590 546 541 539 530 502
全国 9,293 8,300 7,230 6,756 6,005 5,058 4,546 4,538 4,560 4,607 4,417

1.00

1.50

2.00

九州

全国
0.40

0.60

0.80

九州

全国

0.00

0.50

1.00

50 55 60 2 7 12 17 18 19 20 21 年度

0.00

0.20

0.40

50 55 60 2 7 12 17 18 19 20 21 年度

出典）九州運輸要覧

単位： 百万人
50 55 60 2 7 12 17 18 19 20 21

九州 41 36 35 39 36 32 26 27 26 26 24
全国 151 160 154 163 151 110 103 99 101 99 95

単位： 百万人
50 55 60 2 7 12 17 18 19 20 21

九州 1,521 2,371 2,667 3,366 3,772 4,189 4,247 4,246 4,157 4,034 4,060
全国 15,899 21,791 24,192 32,649 36,632 38,082 38,701 37,942 38,028 37,347 36,982

７



国土交通省
九州運輸局九州の主な国際航空路・航路

・アジアとの活発な交流を背景として、九州圏における国際旅客の需要動向は着実に増大していたが、２００８年後半活発な交流を背景 、 州圏 おけ 国際旅客 需要動 着実 増大 、 年後半
のリーマンショック等で減少。２０１０年で回復したものの２０１１年の東日本大震災の影響で４７．３万人まで減少。

〈国際空港外国人入国者数〉〈国際航空路線及び外国航路〉

ハワイへ

博多港－釜山港間では、

【ジェットフォイル（博多港）】

出典）九州地方整備局資料
日５～８便の高速艇が就
航しており、両都市間を
２時間55分で結んでいる。

※２０１０年は月報集計のため国籍不明

８



国土交通省
九州運輸局国際航路の現状

福岡空港 （週２０３便）厳原港、比田勝港（対馬） 下関港（山口県） 福岡空港 （週２０３便）厳原港、比田勝港（対馬）

釜山：週１３便（高速船）

下関港（山口県）

釜山：週７便（フェリー）

青島：週２便（フェリー）

主な路線
上海２１便（うち7便は武漢経由）、北京１１便（うち７便は
大連経由、４便は青島経由）、香港１４便（うち７便は台北
経由）、ソウル６３便、釜山２８便、済州３便、台北２８便、
ガ グシンガポール５便、バンコク７便、マニラ５便、グァム７

便、ホーチミン２便、ハノイ２便、ホノルル１４便
（H25.4.4～ＫＬＭ週４便）（H25.5.28～ＳＱ週７便）

釜山：毎日３～７便（高速船）

博多港

釜山：毎日３～７便（高速船）
釜山：週７便（フェリー）

佐賀空港 （週３便）
釜山（H24.7.12就航）

北九州空港 （週１４便）

ソウル

大分空港 （週２便）

上海

ソウル

宮崎空港 （週５便）
上海３便、ソウル２便

長崎空港 （週５便）

鹿児島空港 （週９便）

ソウル３便、台北２便

熊本空港 （週３便）

（H25.3.31～ソウル便運休予定）

上海２便、ソウル３便、台北４便

鹿児島空港 （週９便）

★ ２０１３年２月１日現在で運航予定も含め確認できているもの

ソウル

熊本空港 （週３便）

９



国土交通省
九州運輸局
国土交通省
九州運輸局

福岡空港（国際）福岡空港（国内）

九州へのLCC就航の動き

福岡空港（国際）福岡空港（国内）

ピーチ・アビエーション(関空～福岡)
2012年3月1日就航 （1日３往復）
（2013年2月15日から1日4往復 予定）

ジ トスタ ジ パン

エアプサン・韓国（釜山～福岡）

2010年3月就航（1日2往復）

ティーウェイ航空・韓国（仁川～福岡）
ジェットスター・ジャパン
成田～福岡2012年7月3日就航（1日4往復）
関西～福岡2012年8月24日就航（1日2往復）
（中部～福岡2013年3月31日就航予定

（1日１~2往復）

ティ ウェイ航空 韓国（仁川 福岡）
2011年12月20日就航（1日２往復）

済州航空・韓国（仁川～福岡）
2012年3月30日就航（1日1往復）

佐賀空港(週３往復)

エアアジア・ジャパン（成田～福岡）

2012年8月1日就航（1日2往復）

か大分空港

春秋航空・中国（上海～佐賀）

2012年1月18日就航

か大分空港

ジェットスター・ジャパン(成田～大分)
2013年3月31日就航予定
（1日1~2往復）

か長崎空港（１日２往復）

ピーチ・アビエーション(関空～長崎)
2012年3月25日就航
（2013年3月31日 1日1往復 8月は2往復）

鹿児島空港（１日３往復）

ピーチ・アビエーション(関空～鹿児島)
年 就航

（2013年3月31日～1日1往復, 8月は2往復）

出典） 各社運航スケジュールより 2013年2月1日現在

2012年4月1日就航

ジェットスター・ジャパン （1日1～2往復）
成田～鹿児島 2013年5月31日就航予定
中部～鹿児島 2013年5月31日就航予定 １０



国土交通省
九州運輸局訪日外国人3,000万人へのロードマップ

世界経済や為替が安定していること、戦争や疾病の流行が発生しないこと等を前提とする。

3,500
万人

英国(6位)
2,803

平均伸び率7.7%
の成長目標

2 500

3,000
3,000

ドイツ(8位)
平均伸び率20.3%
の成長目標

平均伸び率10.1%
の成長目標

第３期

2,000

2,500

2 000

2,500
ドイツ(8位)

2,422

第１期

第２期

1,500
1,500

2,000

タイ(17位)
1,4151,000万人を早期に達成し、

1,100万人に出来る限り近い水準

835 835

1,000
1,000

ビジット・ジャパン・
キャンペーン開始

第1期目標
1 500万人

第2期目標
2 000万人

第3期目標
2 500万人

861

521
614

673
733

500

1,500万人 2,000万人 2,500万人
679

0
2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

（平成15年） （平成18年） （平成20年） （平成22年） （平成25年） （平成2８年） （平成3１年）
１１



国土交通省
九州運輸局外国人入国者の国・地域別の割合（平成２３年）

全 国 九 州
２０１１年は、前年比 ２４．４％減

９，４４３，６９６人 ７，１３５，４０７人

２０１１年は、前年比 ２７．４％減

１，００１，０８８人 ７２６，４５９人

欧州地域

その他アジア
３．８万人
（５．３％）

オセアニア
その他の国・地域
１．０万人
（１．４％）

北米地域
２．３万人
（３．３％）

欧州地域
１．７万人
（２．４％）韓 国

１９１．９万人
（２６．９％）

その他の国・地域
２８．９万人
（４．１％）

欧州地域
６２．６万人
（８．８％）

北米地域

総数
総数

７２ ６

香 港
１．７万人
（２．５％）

アジア地域
５４９．３万人
（７７．０％）

北米地域
７２．５万人
（１０．２％）

７１３．５
万人

７２．６
万人台湾

７．７万人
（１０．７％）

韓 国

その他アジア
８３．８万人
（１１．８％）

中 国
８．８万人
（１２ １％）

韓 国
４５．２万人
（６２．３％）

（１１．８％）

香 港
３４．９万人
（４ ９％）

台 湾

中 国
１３４．６万人
（１８．９％）

アジア地域

出典： 法務省出入国管理統計

（１２．１％）（４．９％）
１０３．８万人
（１４．６％）

アジア地域
67．４万人
（９２．９％）

１２



国土交通省
九州運輸局

120
（万人）

九州の外国人入国者数の推移
国土交通省
九州運輸局

１，１３７，９３１

9 2

80

100

７９１，１４４

９２７，０３７
８６９，８３５

１，００１，０８８

７２６ ４５９ 8.5
9.3

9.4

9.2

40

60

80

４４３，０１４
４５５，１５８

５６４，０２６

６３１，３８９
５９８，１６０

７２６，４５９

9.8
8 5

１１.６

11.4

20

40 8.5
9.9
9.3
8.3
8 7

0
2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

8.7

年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

2007 84,211 73,545 75,158 80,668 71,720 60,175 80,455 86,723 70,139 81,741 82,230 80,272 927,037

2008 94,457 84,064 78,977 87,008 78,333 66,993 78,498 85,676 59,517 72,170 46,441 37,701 869,835

2009 49,288 36,657 50,504 49,879 48,125 30,937 55,987 73,983 45,035 48,906 47,056 61,364 598,160

2010 80,737 75,210 79,757 83,612 78,719 72,596 92,391 105,757 84,227 85,556 84,584 76,146 1,001,088

2011 99,525 80,883 40,769 26,121 35,859 44,300 57,667 71,727 65,197 67,910 69,225 65,428 726,459

対前年比 23.3 7.5 -48.9 -68.8 -54.4 -39.0 -37.6 -32.2 -22.6 -20.6 -18.2 -14.1 -27.4 

2012 86,521 82,873 93,388 98,939 85,113 98,045
(14,105）

115,558
(18,763）

113,627
（20,883）

85,030
（14,059）

92,829
（11,670）

94,291
（2,557）

91,717
( 0)       

1,137,931
（82,037）

対前年比 -13.1 2.5 129.1 278.8 137.4 121.3 100.4 58.4 30.4 36.7 36.2 40.2 56.6 

対前々年比 7.2 10.2 17.1 18.3 8.1 35.1 25.1 7.4 1.0 8.5 11.5 20.4 13.7 

出典：出入国管理統計（法務省）
・月報は速報値であり、年報は確定値であることから月ごとの集計と年間の合計は一致しない年もある。

・「寄港地上陸」は、出入国管理及び難民認定法第14条の許可による上陸。 2012．6より一部大型クルーズ船の上陸許可に適用されているものを計上。

・２０１２年の（）書きは「寄港地上陸」であって、内数。
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国土交通省
九州運輸局九州の外国人入国者数の推移（韓国・中国・台湾・香港）

60

70

14

16

韓 国

（万人）

640,617
579,849

（万人）

中 国

645,173 138,363

2011対前年比－29.9% 2011対前年比－36.2%

30

40

50

60

8

10

12

14
452,353

296,154

343,651

383,818

516,837

88,261

47 630

64,745
66,288

72,387
349,170

80,139

0

10

20

30

0

2

4

6250,622

32,561 32,019
43,620

47,630

0
２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年

0
２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年

70,496
（万人）

ピ ク １１６ ６１６人 （１９９７年）

台 湾
（万人）

ピ ク ４９ ５２９人 （１９９８年）

香 港

2011対前年比 13 6% 2011対前年比 ＋34 5%

8

10

12

2.5

3

3.5

72,697

84,508

ピーク ： １１６，６１６人 （１９９７年）

110,814
104,439

98,787

17 91219 463

ピーク ： ４９，５２９人 （１９９８年）

21,316

32,471

17 569

93,724 89,861

77,601

2011対前年比－13.6% 2011対前年比 ＋34.5%

4

6

8

1

1.5

256,299

17,91219,463

9,953

14,752 13,193

11,263
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国土交通省
九州運輸局
国土交通省
九州運輸局

全国延べ宿泊者数 ３億２，９１９万人泊 （対前年比１．３％増）

九州における延べ宿泊者数（平成24年4月～12月）

九州延べ宿泊者数 ３，４２６万人泊 （対前年比４．２％減） （対全国シェア１０．４％）

3,393 
福岡県

全国第11位
1,012万人泊
（ ▲ 0.１％）

熊本県
全国第22位
534万人泊
（▲4.0％）

大分県
全国第25位
468万人泊
（▲1.9％）

宮崎県
全国第42位
214万人泊
（▲9.7％）

佐賀県
全国第45位
198万人泊
（▲4.5％）

鹿児島県
全国第23位
506万人泊
（▲5.5）

長崎県
全国第24位
494万人泊
（▲10.3）

2,206 

1,774 

1,530 1,450 
1,333 

1,312 
1,236 

1,163 1,012 
1,020 927 

811 765 756 
749 680 

647 596 553 549 534 506 494 468 
454 434 420 386 356 348 344 334 328 304 287 279 264 259 

259 238 214 212 210 198 192131 192 
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出典：国土交通省「宿泊旅行統計調査」
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国土交通省
九州運輸局
国土交通省
九州運輸局九州における外国人延べ宿泊者数（平成2４年４月～12月）

全国延べ外国人宿泊者数 １，９０３万人泊 （対前年比４６．２％増）

九州延べ外国人宿泊者数 １４３万人泊 （対前年比30.1％増） （対全国シェア7.5％）

592.2 

福岡県
全国第9位

大分県
全国第15位

鹿児島県
全国第20位

宮崎県
全国第34位

佐賀県
全国第37位

長崎県
全国第14位

熊本県
全国第17位全国第9位

58.5万人泊
（29.5％）

全国第15位
22.5万人泊
（3.4％）

全国第20位
10.6万人泊
（73.8％）

全国第34位
3.6万人泊
（39.2％）

全国第37位
3.3万人泊
（35.0％）

全国第14位
24.4万人泊
（30.9％）

全国第17位
19.8万人泊
（51.7 ％ ）

241.1 

161.3 
142.4 131.7 

72.5 67.4 60.0 58.5 
37 937.9 28.0 25.9 24.5 24.4 22.5 21.4 19.8 19.2 14.6 10.6 10.4 8.8 8.0 7.7 7.2 7.1 7.1 6.6 6.4 5.6 5.3 5.2 4.3 3.6 3.6 3.3 3.3 3.1 3.1 3.1 2.8 2.5 2.2 1.9 1.7 1.4 1.2 
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出典：国土交通省「宿泊旅行統計調査」



国土交通省
九州運輸局旅行者一人当たりの平均宿泊数

宮崎県が全国 均 泊と 値 そ 他 九州各県は 全国 均値を る

平均宿泊数（平成２３年度）

・宮崎県が全国平均の１．３４泊と同値。その他の九州各県は、全国平均値を下回っている。
・長崎県が九州平均１．２５泊と同値。平均を上回っているのは、福岡県、鹿児島県、宮崎県。

大分県

熊本県

九州平均

平均宿泊数（平成２３年度）

長崎県

佐賀県

大分県 九州平均

１．２５泊

全国平均

鹿児島県

福岡県

長崎県 全国平均

１．３４泊

九州

宮崎県

鹿児島県

1.1 1.15 1.2 1.25 1.3 1.35 1.4

全国

州

出典）国土交通省 観光庁「宿泊旅行統計調査」
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国土交通省
九州運輸局居住地別延べ宿泊者数（平成23年）

万人泊

(42.9%)

272.4 

★九州への宿泊旅行者の約4割が九州域内から

( )

(19.7%)

125.3 

(0 8%) (0 9%) (0 9%) (1 0%) (1 4%)

(5.2%)

33.2 

(5.6%)

35.8 

(9.0%) 

57.0 

(12.6%)

80.0 

(0.8%)

4.8 

(0.9%)

5.8 

(0.9%)

6.0 

(1.0%)

6.2 

(1.4%)

8.8 

東北 北陸信越 北海道 沖縄 四国 中部 中国 国外 近畿 関東 九州

注）九州への流動状況は、従業員100人以上の宿泊施設が対象。

出典）国土交通省 観光庁「宿泊旅行統計調査」
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国土交通省
九州運輸局「九州オルレ」について

☆☆オルレとは
九州オルレは韓国済州島発のトレイル（トレッキング）コースを表します。韓国では
トレッキングの流行に合わせ、済州オルレが大人気となっており、年間約２００万人
（済州オルレ発表）の方々が済州オルレに参加しています（済州オルレ発表）の方々が済州オルレに参加しています。

☆九州オルレ事業について
九州運輸局と九州観光推進機構では、ビジットジャパン事業等を通じ、さまざまな九州運輸局と九州観光推進機構では、ビジットジャパン事業等を通じ、さまざまな
視点から海外からの観光客誘客に取り組んでおり、九州への興味を喚起する新たな
取り組みとして、近年韓国のトレッキング愛好者の間で非常に人気のある「済州オル
レ」に着目し、「そのブランド力」を活用して九州各地の魅力的なトレッキングコースを
「九州オルレ として韓国市場にアピ ルすることにしました「九州オルレ」として韓国市場にアピールすることにしました。
これらのコースに、宿泊施設や温泉をはじめ九州らしい観光地を組み合わせること
により、視野の広い韓国のトレッキング愛好者にとって、九州が付加価値の高い魅力
ある旅行先であるというイメージの定着を目指しています。ある旅行先であるというイメ ジの定着を目指しています。

☆九州オルレコースの選定状況
第一次 ４コース ☆2012年2月28日発表
第二次 ４ ス ☆2013年1月29日発表第二次 ４コース ☆2013年1月29日発表
≪参考≫韓国からの九州オルレコース体験者

2012年3月～11月（8ヶ月）の期間合計 4，877人
（韓国旅行社のパッケージ送客実績ヒアリングをもとに推計）（韓国旅行社の ッケ ジ送客実績ヒアリングをもとに推計）
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国土交通省
九州運輸局「九州オルレ」コースＭＡＰ

◆佐賀県 武雄 （ ）

◆長崎県 平戸コース（13Km）
平戸交流広場 最教寺 川内峠

◆佐賀県 武雄コース（14.5Km）
武雄温泉駅～池の内池～武雄神社
～塚崎の大楠～桜山）

◆大分県 奥豊後 ス（11 8K ）平戸交流広場～最教寺～ 川内峠～
ライフカントリー～平戸ザビエル教会～
正宗寺～寺院と教会が見える風景～
大ソテツ～オランダ商館～平戸温泉うで湯・足湯

◆大分県 奥豊後コース（11.8Km）
朝地駅～普光寺～柱状節理
～岡城址～豊後竹田駅

◆熊本県 天草維和島コース（12.3Km）
千崎古墳群 花公園 外浦自然海岸

◆宮崎県 高千穂コース（12.3Km）
高千穂まちなか案内所～高千穂神社
～高千穂峡～向山神社～丸小野の茶園
～がまだせ市場

千崎古墳群～花公園～外浦自然海岸
～千束天満宮

◆熊本県 天草松島コース（11.1Km）
知十バス停～御手洗滝～知十海岸
～千元森嶽～千厳山展望台～
巨石群～松島展望台～龍の足湯

がまだせ市場

◆鹿児島県 霧島妙見コース（11Km）
妙見温泉～和気湯～犬飼滝～
林道～和氣神社～龍馬の散歩道～
塩浸温泉龍馬公園

◆鹿児島県 指宿開聞コース（20.4Km)
西大山駅～長崎鼻～川尻海岸
～枚聞神社～開聞駅

一次コース(2012.2.28)
二次コース(2013.1.29)
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国土交通省
九州運輸局九州における観光圏

豊の国千年ロマン観光圏整備計画の期間：Ｈ２２．４．１～Ｈ２７．３．３１

整備計画の期間：Ｈ２２．４．１～Ｈ２７．３．３１

小倉

玄界灘観光圏

☆エリア

長崎県：壱岐市／佐賀県唐津市、
玄海町／福岡県福岡市 糸島市

☆エリア

大分県：別府市、中津市、豊後高
田市、杵築市、宇佐市、国東市、
日出町 姫島村

武雄温泉
佐賀

新鳥栖

久留米

筑後船小屋

大分県

福岡県

佐賀県

博多玄海町／福岡県福岡市、糸島市 日出町、姫島村

観光圏整備事業：Ｈ２２
ＰＴ支援事業（設立準備段階）：Ｈ２３

観光圏整備事業：Ｈ２２
ＰＴ支援事業（設立準備段階）：Ｈ２４

整備計画 期間

諫早

嬉野温泉(仮称)

長崎

筑後船小屋

新大牟田

新玉名
新大村(仮称)長崎県

平戸・佐世保・西海ロングスティ観光
圏

新東九州観光圏

整備計画の期間：
Ｈ２１．４．１～Ｈ２６．３．３１

整備計画の期間：
Ｈ２０．１０．１～Ｈ２５．３．３１

新八代

長崎
熊本

熊本県 宮崎県

圏

☆エリア

長崎県：平戸市、佐世保市、西海市

☆エリア

大分県：別府市、由布市、大分市、
臼杵市、津久見市、佐伯市
／ 宮崎県：延岡市

観光圏整備事業 Ｈ２１ ２２

新水俣

出水

熊本県

阿蘇くじゅう観光圏

観光圏整備事業：Ｈ２１・２２
ＰＴ支援事業（運営初期段階）：Ｈ２３

整備計画の期間：Ｈ２１．４．１～Ｈ２６．３．３１

観光圏整備事業：Ｈ２０・２１・２２
ＰＴ支援事業（設立準備段階）：Ｈ２３

整備計画の期間：Ｈ２０．１０．１～Ｈ２５．３．３１

川内

鹿児島中央

鹿児島県雲仙天草観光圏

☆エリア

長崎県：島原市、雲仙市、南島原市
熊

阿蘇くじゅう観光圏

☆エリア
熊本県：阿蘇市、南小国町、小国町、 産山
村、高森町、南阿蘇村、西原村、上益城郡

／熊本県：天草市、上天草市、苓
北町

村、高森町、南阿蘇村、西原村、上益城郡
山都町／大分県：竹田市/宮崎県：高千穂町

観光圏整備事業：Ｈ２１・２２
ＰＴ支援事業（運営初期段階）：Ｈ２３・２４

観光圏整備事業：Ｈ２０・２１・２２
ＰＴ支援事業（運営初期段階）：Ｈ２３・２４
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国土交通省
九州運輸局阿蘇くじゅう観光圏 ～風と歩く、光に逢う、彩に酔う 阿蘇くじゅう時遊空間～

■観光圏の区域：熊本県阿蘇市、南小国町、小国町、産山村、高森町、南阿蘇村、西原村、山都町、大分県竹田市、宮崎県高千穂町
■観光圏整備計画の期間：平成２０年１０月１日～平成２５年３月３１日
■数値目標の設定：観光入込客数（万人）2,269（19年度）→2,535（24年度） うち外国人（万人）106（19年度）→142（24年度）

：宿泊客数（万人）270（19年度）→312（24年度） うち外国人（万人）25（19年度）→39（24年度）

国の支援及び特例内容
・観光圏整備事業(H20～H22)
・ＰＴ支援事業（運営初期段階）
（H23～）

阿蘇くじゅう高千穂デザイン会議 主な交通移動の利便向上事業滞在促進地区

熊本県、大分県、宮崎県、阿蘇市、阿
蘇市観光協会、竹田市、NPO法人竹
田市観光ツーリズム協会、高千穂町、
一般社団法人高千穂町観光協会、、
福岡市港湾局 ＪＴＢ九州 ＪＲ九州

阿蘇くじゅう高千穂デザイン会議

・阿蘇くじゅう広域連携バス運行実証実験

主な交通移動の利便向上事業

・阿蘇パス共通乗車券＆域内フリー切符
小国町

杖立温泉

滞在促進地区

黒川温泉
福岡市港湾局、ＪＴＢ九州、ＪＲ九州、
南阿蘇鉄道、財団法人阿蘇地域振興
デザインセンターなど

主な観光案内 観光情報 提供事業

南小国町

主な宿泊魅力の向上事業

・ウェルカム阿蘇くじゅう＆滞在機能強化

黒川温泉
滞在促進地区

久住高原

滞在促進地区

長湯温泉

丹後 間人かに トリ貝

・阿蘇オリジナル通訳システム研究開発

・携帯サイト「阿蘇ナビ」観光圏エリア拡大

主な観光案内・観光情報の提供事業
竹田市

産山村阿蘇市
・ウェルカム阿蘇くじゅう＆滞在機能強化

・阿蘇くじゅう名物料理研究・開発・宣伝

滞在促進地区

内牧温泉

阿蘇地域阿蘇地域阿蘇地域阿蘇地域 阿蘇阿蘇くじゅうくじゅう国立公園国立公園阿蘇阿蘇くじゅうくじゅう国立公園国立公園 くじゅうくじゅう地域地域くじゅうくじゅう地域地域
丹後の間人かに トリ貝

主な観光コンテンツ充実事業
滞在促進地区

・博多港における国際交流拠点づくり

社会資本整備事業等との連携
高森町

西原村

・阿蘇ゆるっと博

・阿蘇温泉郷イメージ創出

・新幹線くまもと創り

滞在促進地区

地獄・垂玉温泉

南阿蘇村
情報発信

連
滞在促進地区

高千穂郷

山都町

博多港

・阿蘇駅周辺再開発

・歴史的街並み景観

連
携

誘客促進

高千穂町

２２


